
有害物に関する掲示の対象・内容が拡大されました

令和５年４月１日より、労働安全衛生規則を始め、合計７つの規則で、特定の
業務に労働者を就かせる際に、所定の事項を見やすい箇所に掲示しなくてはなら
ないとする条文が改正・新設されました(令和４年４月15日付け厚生労働省令第82
号)。
また、有害物ごとに掲示すべき内容について「別途示す内容により掲示を行う

必要があること。」とされていました(令和４年４月15日付け基発0415第１号)。
今般、令和５年３月29日付け基発0329第32号において当該掲示内容について示

されました。
加えて、特定化学物質について掲示義務が発生する対象物が一部(特別管理物質

のみ)から、特定化学物質すべてとなる改正等が行われます(令和５年４月21日付
け厚生労働省令第69号及び、令和５年４月21日付け基発0421第１号)。
特定化学物質の掲示対象拡大に係る施行日は令和５年10月１日です。

１ 労働安全衛生規則第592条の８ (新設)
２ 有機溶剤中毒予防規則第24条 (改正)
３ 鉛中毒予防規則第51条の２ (新設)
４ 石綿障害予防規則第34条 (改正)
５ 粉じん障害防止規則第23条の２ (新設)
６ 特定化学物質障害予防規則第38条の３ (改正)
７ 四アルキル鉛中毒予防規則第21条の２ (新設)

改正された条文の詳細は、２ページ目以降をご確認ください。

・掲示に係る条文の改正・新設一覧 (令和５年４月１日施行)

・掲示内容及び掲示方法に関する概要

以下の事項に関する掲示内容の詳細について示されました。また、
掲示の方法についても考え方が示されました。

(１) 生ずるおそれのある疾病の種類
(２) (疾病に係る)その症状
(３) 取扱い上の注意事項
(４) 中毒が発生したときの応急処置
(５) 使用すべき保護具

掲示内容及び掲示方法の詳細は、４ページ目以降をご確認ください。
また、2ページ目以降の改正条文の該当箇所を赤字で示しています。1



１ 労働安全衛生規則第592条の８(新設)

事業者は、第36条第34号から第36条までに掲げる業務(大要：廃棄物の焼却施設における業務)
に労働者を就かせるときは、次の事項を、見やすい箇所に掲示しなければならない。
一 第36条第34号から第36号までに掲げる業務に係る作業を行う作業場である旨
二 ダイオキシン類により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 ダイオキシン類の取扱い上の注意事項
四 第36条第34号から第36号までに掲げる業務に係る作業を行う場合においては適切な保護具を使用し
なければならない旨

１ 掲示に係る条文の改正・新設について (令和５年４月１日施行)

２ 有機溶剤中毒予防規則第24条(改正)

事業者は、屋内作業場等において有機溶剤業務に労働者を従事させるときは、次の事項を、見
やすい場所に掲示しなければならない。
一 有機溶剤により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
二 有機溶剤等の取扱い上の注意事項
三 有機溶剤による中毒が発生した時の応急措置
四 次に掲げる場所にあっては、有効な呼吸用保護具を使用しなければならない旨及び使用すべき保護
具
イ 第13条の２第１項の許可に係る作業場(同項に規定する有機溶剤の濃度の測定を行うときに限る。)
ロ 第13条の３第１項の許可に係る作業場であって、第28条第２項の測定の結果の評価が第28条の２第１
項の第一管理区分でなかった作業場及び第一管理区分を維持できないおそれがある作業場

ハ 第18条の２第１項の許可に係る作業場(同項に規定する有機溶剤の濃度の測定を行うときに限る。)
ニ 第28条の２第１項に規定する評価の結果、第三管理区分に区分された場所
ホ 第32条第１項各号に掲げる業務を行う作業場
ヘ 第33条第１項各号に掲げる業務を行う作業場

２ 削除(令和５年４月21日付け厚生労働省令第69号により削除)

４ 石綿障害予防規則第34条(改正)

事業者は、石綿等を取り扱い、若しくは試験研究のため製造する作業場又は石綿分析用試料等
を製造する作業場には、次の事項を、見やすい箇所に掲示しなければならない。
一 石綿を取り扱い、若しくは試験研究のため製造する作業場又は石綿分析試料等を製造する作業場で
ある旨

二 石綿により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 石綿等の取扱い上の注意事項
四 当該作業場においては保護具等を使用しなければならない旨及び使用すべき保護具等

３ 鉛中毒予防規則第51条の２(新設)

事業者は、鉛業務に労働者を従事させるときは、次の事項を、見やすい箇所に掲示しなければ
ならない。
一 鉛業務を行う作業場である旨
二 鉛により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 鉛等の取扱い上の注意事項
四 次に掲げる場所にあっては、有効な保護具等を使用しなければならない旨及び使用すべき保護具等
イ 第23条の３第１項の許可に係る作業場であって、次条第１項の測定の結果の評価が第一管理区分でな
かった作業場及び第一管理区分を維持できないおそれがある作業場

ロ 第52条の２第１項の規定による評価の結果、第三管理区分に区分された場所
ハ 令別表第４第９号に掲げる鉛業務を行う作業場
ニ 第58条第３項各号に掲げる業務を行う作業場
ホ 第58条第５項各号に掲げる業務を行う作業場(有効な局所排気装置、プッシュプル型排気装置、全体
換気装置又は排気筒(鉛等若しくは焼結鉱等の溶融の業務を行う作業場所に設ける排気筒に限る。)を設
け、これらを稼働させている作業場を除く。)

ヘ 第59条第１項の業務を行う作業場
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６ 特定化学物質障害予防規則第38条の３(改正) ※令和５年４月１日から令和５年９月30日まで適用

事業者は、特別管理物質(※注：７ページ目参照)を製造し、又は取り扱う作業場…(中略)…に
は、次の事項を見やすい箇所に掲示しなければならない。
一 特別管理物質の名称
二 特別管理物質により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 特別管理物質の取扱い上の注意事項
四 次に掲げる場合にあっては、有効な保護具等を使用しなければならない旨及び使用すべき保護具等
イ 第６条の３第１項の許可に係る作業場であって、第36条第１項の測定の結果の評価が第36条の２第１
項の第一管理区分でなかった作業場及び第一管理区分を維持できないおそれがある作業場

ロ 第36条の３第１項の場所
ハ 第38条の７第１項第２号の規定により、労働者に有効な呼吸用保護具を使用させる作業場
ニ 第38条の13第３項第２号に該当する場所において、同条第４項の措置を講ずる作業場
ホ 第38条の20第２項各号に掲げる作業を行う作業場
ヘ 第38条の21第１項に規定する金属アーク溶接等作業を行う作業場
ト 第38条の21第７項の規定により、労働者に有効な呼吸用保護具を使用させる作業場

６ 特定化学物質障害予防規則第38条の３(改正) ※令和５年10月１日から適用

事業者は、特定化学物質を製造し、又は取り扱う作業場には、次の事項を見やすい箇所に掲示
しなければならない。
一 特定化学物質の名称
二 特定化学物質により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 特定化学物質の取扱い上の注意事項
四 次条に規定する作業場(次号に掲げる場所を除く。)にあっては、使用すべき保護具
五 次に掲げる場合にあっては、有効な保護具を使用しなければならない旨及び使用すべき保護具
イ 第６条の２第１項の許可に係る作業場(同項の濃度の測定を行うときに限る。)
ロ 第６条の３第１項の許可に係る作業場であって、第36条第１項の測定の結果の評価が第36条の２第１
項の第一管理区分でなかった作業場及び第一管理区分を維持できないおそれがある作業場

ハ 第22条第１項第10号の規定により、労働者に必要な保護具を使用させる作業場
ニ 第22条の２第１項第６号の規定により、労働者に必要な保護具を使用させる作業場
ホ 第36条の３第１項の場所
ヘ 第38条の７第１項第２号の規定により、労働者に有効な呼吸用保護具を使用させる作業場
ト 第38条の13第３項第２号に該当する場所において、同条第４項の措置を講ずる作業場
チ 第38条の20第２項各号に掲げる作業を行う作業場
リ 第38条の21第１項に規定する金属アーク溶接等作業を行う作業場
ヌ 第44条第３項の規定により、労働者に保護メガネ並びに不浸透性の保護衣、保護手袋及び保護長靴を
使用させる作業場

５ 粉じん障害防止規則第23条の２(新設)

事業者は、粉じん作業に労働者を従事させるときは、次の事項を、見やすい箇所に掲示しなけ
ればならない。
一 粉じん作業を行う作業場である旨
二 粉じんにより生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 粉じん等の取扱い上の注意事項
四 次に掲げる場合にあっては、有効な呼吸用保護具を使用しなければならない旨及び使用すべき呼吸
用保護具
イ 第７条第１項の規定により第４条及び第６条の２から第６条の４までの規定が適用されない場合
ロ 第７条第２項の規定により第５条から第６条の４までの規定が適用されない場合
ハ 第８条の規定により第４条の規定が適用されない場合
ニ 第９条第１項の規定により第４条の規定が適用されない場合
ホ 第24条第２項ただし書の規定により清掃を行う場合
ヘ 第26条の３第１項の場所において作業を行う場合
ト 第27条第１項の作業を行う場合(第７条第１項各号又は第２項各号に該当する場合及び第27条第１項
ただし書の場合を除く。)

チ 第27条第３項の作業を行う場合(第７条第１項各号又は第２項各号に該当する場合を除く。)
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７ 四アルキル鉛中毒予防規則第21条の２(新設)

事業者は、四アルキル鉛等業務に労働者を従事させるときは、次の事項を、見やすい箇所に掲
示しなければならない。
一 四アルキル鉛等業務を行う作業場である旨
二 四アルキル鉛等により生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状
三 四アルキル鉛等の取扱い上の注意事項
四 令別表第５第１号及び第６号に掲げる業務を行う作業場においては有機ガス用防毒マスクを携帯し
なければならない旨

五 次に掲げる業務又は作業を行う作業場においては、有効な保護具等を使用しなければならない旨及
び使用すべき保護具等
イ 令別表第５第１号に掲げる業務
ロ 令別表第５第２号に掲げる業務
ハ 令別表第５第３号に掲げる業務(第５条第１項第１号の汚染を除去する作業を除く。)(第５条第１項
第２号ただし書の場合を除く。)

ニ 令別表第５第４号に掲げる業務(四アルキル鉛用及び加鉛ガソリン用のタンクに係るものに限る。)
ホ 第６条第１項第１号から５号までの措置に係る作業及び同項第８号の措置に係る監視の作業(タンク
の内部において行うものを除く。)(第７条第１項の規定により準用する場合を含み、第６条第１項第10
号ただし書(第７条第１項の規定により準用する場合を含む。)の場合を除く。)

ヘ 令別表第５第５号に掲げる業務
ト 令別表第５第６号に掲げる業務(第９条第１項第１号の措置に係る作業(汚染を除去する作業に限
る。)を除く。)

チ 令別表第５第７号に掲げる業務
リ 令別表第５第８号に掲げる業務
ヌ 第12条第１項の業務

２ 掲示内容の詳細について

(１) 生ずるおそれのある疾病の種類の掲示内容
・以下のア～カのうち、取扱う物質に応じたふさわしい方法とすること。
なお、可能な限りア～ウの方法を採用すること(複数組合わせることも可)。
ア 労働基準法施行規則別表第一の二に基づく方法
→例：ベンジジンを製造又は取扱いしている事業場の場合、別表第一の二、

第７号１の「ベンジジンにさらされる業務による尿路系腫瘍」から
「尿路系腫瘍」

イ じん肺法施行規則第１条に基づく方法
→例：粉じん則第23条の２に定める掲示の場合、じん肺法施行規則第１条

第１号から第６号に定める「肺結核」をはじめとした６種類
ウ 特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律第
２条第２項各号に掲げる石綿関連疾病を記載する方法
→例：石綿則に定める掲示を行う場合、上記法律第２条第２項第１号から

第５号に定める「中皮腫」をはじめとした５種類。
エ 労働基準法施行規則別表第１の２第４号の規定の基づく厚生労働大臣が
指定する単体たる化学物質及び化合物並びに厚生労働大臣が定める疾病に
基づく方法(以下、「疾病告示」という)(平成25年厚生労働省告示第316号
において具体的に規定)
→例：アンモニアを製造又は取扱う場合は、「皮膚障害、前眼部障害又は

気道・肺障害」と記載。 (次ページに続く) 4



(１) 生ずるおそれのある疾病の種類の掲示内容(続き)
オ 日本産業規格Ｚ7252(ＧＨＳに基づく化学品の分類方法)に定める方法に
より国が行う化学物質の危険性及び有害性の分類の結果に基づく方法
→例：オルト-トルイジンを製造又は取扱う場合、オルト-トルイジンの

「特定標的臓器毒性(単回ばく露)の分類結果は「区分１(中枢神経系、
血液系、膀胱)、区分３(麻酔作用)、「特定標的臓器毒性(反復ばく
露)」の分類結果は「区分１(血液系、膀胱)」であることから、「中
枢神経系障害、血液系障害、泌尿器系障害」と記載する。

カ 特殊健康診断の対象となる物質名等に基づく方法
上記ア～オまでの方法で疾病の種類を特定できない場合であって、事業

場において、特化則第39条第１項等の特別規則で定める特殊健康診断の対
象物質又は、特化則第２条第１項第６号の第三類物質等の特別規則で定め
られる物質であって特殊健康診断が義務付けられていない物質を製造し、
又は取扱うときは、当該物質による中毒(症)を疾病の種類として記載する
方法
→例：硫化ジエチルを製造又は取扱う場合「硫化ジエチル中毒(症)」と記

載する。

(２) (疾病の)その症状の掲示内容
・以下のア～エの方法のうち、事業場において取扱う物質に応じて
ふさわしい方法を選択すること(複数組合わせることも可)。
ア 疾病告示に基づく方法

上記(１)エと同様の告示に定める症状を記載する方法
→例：セレン化水素を製造又は取扱う場合、「頭痛、めまい、嘔吐等」と

記載する。
イ 特殊健康診断の項目の自他覚症状に基づく方法

特化則別表第３及び第４等の特別規則で定める特殊健康診断における自
他覚症状を記載する方法
→例：ベンジジン及びその塩を製造又は取扱う場合に、当該物質に係る特

殊健康診断の項目における自他覚症状から、「血尿、頻尿、排尿痛
等」と記載する。

ウ 有機溶剤中毒予防規則の規定により掲示すべき事項の内容及び掲示方法
を定める等の件(※令和５年３月31日に廃止、以下、「旧告示」という)の
文言を参照する方法
→例：旧告示第１号(１)から(４)までに掲げる主な症状「頭痛、倦怠感、

めまい、貧血)を記載する方法
エ じん肺法施行規則様式第３号の自覚症状に基づく方法

粉じん則第23条の２の規定に基づく掲示について、じん肺法施行規則様
式第３号の自覚症状の欄に記載している事項を記載する方法
→例：粉じん作業がある事業場の場合「呼吸困難、せき、たん、心悸亢進

等」を記載する。 5



(３) 取扱い上の注意事項の掲示内容
ア 安衛則等(有機則以外)に基づく掲示について
労働安全衛生法第57条の２第１項に基づく通知事項である「貯蔵又は取

扱い上の注意」のうち取扱い上の注意に該当する内容を記載する方法。
又は、日本産業規格Ｚ7253(ＧＨＳに基づく化学品の危険有害性情報の伝

達方法―ラベル、作業場内の表示および安全データシート(ＳＤＳ))に基づ
く安全データシートにおける「項目７ 取扱い及び保管上の注意」の内容
を記載する方法。
イ 有機則に基づく掲示について

旧告示第２号に掲げる内容を参照し、必要に応じて、労働安全衛生法第
57条の２第１項に基づく通知事項である「貯蔵又は取扱い上の注意」のう
ち取扱い上の注意に該当する内容又はＳＤＳにおける「項目７ 取扱い及
び保管上の注意」内容を記載する方法。
→なお、旧告示第２号の内容は以下の４つ
①有機溶剤等を入れた容器で使用中でないものには、必ずふたをすること。
②当日の作業に直接必要のある量以外の有機溶剤等を作業場内へ持ち込ま
ないこと。

③できるだけ風上で作業を行い、有機溶剤の蒸気の吸入をさけること。
④できるだけ有機溶剤等を皮膚に触れないようにすること。

(４) 中毒が発生した場合の応急処置についての掲示内容
・対象は有機則に基づく掲示のみ。旧告示第３号の内容を参照して
記載する。なお、旧告示第３号の内容は以下のとおり。
ア 中毒の症状がある者を直ちに通風のよい場所に移し、衛生管理者その他
の衛生管理を担当する者に連絡すること。
イ 中毒の症状がある者を横向きに寝かせ、できるだけ気道を確保した状態
で身体の保温に努めること。
ウ 中毒の症状がある者が意識を失っている場合は、消防機関への通報を行
うこと。
エ 中毒の症状がある者の呼吸が止まった場合や正常でない場合は、速やか
に仰向きにして心肺そ生を行うこと。

(５) 使用すべき保護具についての掲示内容
ア 労働安全衛生法第57条の２第１項に基づく通知事項である「貯蔵又は取
扱い上の注意」のうち、取扱い上の注意に該当する内容又はＳＤＳにおけ
る「項目８ ばく露防止及び保護措置」の内容を参考にしつつ、当該作業
場におけるリスクアセスメントの結果に基づく措置として使用すべき具体
的な保護具等の種類を記載すること。
イ 使用すべき旨が規定されている保護具が呼吸用保護具の場合は、防毒ま
たは防じん用の別を記載し、この別が防毒用の時は吸収缶の種類、防じん
用の場合は性能区分を記載することが望ましい。同様に保護手袋の場合は、
その種類について記載することが望ましい。
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３ 掲示方法について

・掲示方法は作業場において作業に従事する全ての者が容易に視認できる方法に
よることをいい、
①掲示板による掲示のほか、②デジタルサイネージ(電子看板)等の電子情報処
理組織を使用する等の方法があります。

４ 特定化学物質の掲示対象に関する改正について

令和５年４月21日に公布された厚生労働省令第69号により以下の改正が行われま
す。
１ 特定化学物質障害予防規則第38条の３(掲示)の対象となる物質が特別管理物
質(※注：下記参照)から、特定化学物質すべてとなり、掲示内容についても追
加・変更が行われる(令和５年10月１日より施行。施行前後の条文は３ページ
目参照。)。

２ 有機溶剤中毒予防規則第24条第１項に定める掲示事項について、令和５年４
月１日より、第２項で厚生労働大臣が定めることとしたが、最新のデジタル技
術等の活用も見据え、掲示方法については通達等で具体化することとしたため、
有機溶剤中毒予防規則第24条第２項が削除された(令和５年４月21日施行済。)。
３ 既に発出済みの告示(労働安全衛生規則等の一部を改正する省令(令和５年厚
生労働省令第66号))の誤字の修正を行った(令和５年４月21日施行済。)。

※注 特別管理物質
第一類物質(塩素化ビフェニル等を除く。)又は令別表第三第二号３の２から６

まで、８、８の２、11から12まで13の２から15の２まで18に２から19の２まで、
21、22の２から22の５まで、23の２から24まで、26、27の２、29、30、31の２、
32、33の２若しくは34の３に掲げる物若しくは別表第一第三号の二から第六号ま
で、第八号、第八号の二、第十一号、から第十二号まで、第十三号の二から第十
五号の二まで、第十八号の二から第十九号の五まで、第二十一号、第二十二号の
二から第二十二号の五まで、第二十三号の二から第二十四号まで、第二十六号、
第二十七号の二、第二十九号、第三十号、第三十一号の二、第三十二号、第三十
三号の二若しくは第三十四号の三に掲げる物
のこと。

令和５年９月30日までは、特定化学物質障害予防規則第38条の３(掲示)に定義
が定められているが、上記１のとおり、令和５年10月１日より掲示の対象となる
物質が特定化学物質すべてになることから、本条文から定義は削除され、特別管
理物質の定義は特定化学物質障害予防規則第38条の４(作業の記録)に移動する。

→以上のことより、特定化学物質の掲示対象は全てに拡大されるものの、常時
作業に従事する労働者についての作業記録を作成し、30年間保存する義務の対象
となる物質は従前と変わらないこととなる。 7



山梨労働局・労働基準監督署 （２０２３．６）

・ 掲示物作成例

例
１
：
有
機
溶
剤(

Ｎ
・
Ｎ―

ジ
メ
チ
ル
ホ
ル
ム
ア
ミ
ド
の
場
合)

有
機
溶
剤
使
用
の
注
意
事
項

一

有
機
溶
剤
に
よ
り
生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
疾
病
の
種
類
及
び

そ
の
症
状

(
１)

生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
疾
病
の
種
類

皮
膚
障
害
、
前
眼
部
障
害
、
気
道
障
害
、
肝
障
害
又
は
胃

腸
障
害

(

２)
そ
の
症
状

頭
痛
、
め
ま
い
、
嘔
吐
等

二

有
機
溶
剤
等
の
取
扱
い
上
の
注
意
事
項

(

１)

有
機
溶
剤
等
を
入
れ
た
容
器
で
使
用
中
で
な
い
も
の
に

は
、
必
ず
ふ
た
を
す
る
こ
と

(

２)

当
日
の
作
業
に
直
接
必
要
の
あ
る
量
以
外
の
有
機
溶
剤

等
を
作
業
場
内
へ
持
ち
込
ま
な
い
こ
と
。

(

３)

で
き
る
だ
け
風
上
で
作
業
を
行
い
、
有
機
溶
剤
の
蒸
気

の
吸
入
を
さ
け
る
こ
と
。

(

４)

で
き
る
だ
け
有
機
溶
剤
等
を
皮
膚
に
触
れ
な
い
よ
う
に

す
る
こ
と
。

三

有
機
溶
剤
に
よ
る
中
毒
が
発
生
し
た
時
の
応
急
措
置

(

１)

中
毒
の
症
状
が
あ
る
者
を
直
ち
に
通
風
の
よ
い
場
所
に

移
し
、
衛
生
管
理
者
そ
の
他
の
衛
生
管
理
を
担
当
す
る
者

に
連
絡
す
る
こ
と
。

(

２)

中
毒
の
症
状
が
あ
る
者
を
横
向
き
に
寝
か
せ
、
で
き
る

だ
け
気
道
を
確
保
し
た
状
態
で
身
体
の
保
温
に
努
め
る
こ

と
。

(

３)

中
毒
の
症
状
が
あ
る
者
が
意
識
を
失
っ
て
い
る
場
合
は
、

消
防
機
関
へ
の
通
報
を
行
う
こ
と
。

(

４)

中
毒
の
症
状
が
あ
る
者
の
呼
吸
が
止
ま
っ
た
場
合
や
正

常
で
な
い
場
合
は
、
速
や
か
に
仰
向
き
に
し
て
心
肺
そ
生

を
行
う
こ
と
。

四

使
用
す
べ
き
保
護
具

(

１)

手
の
保
護
具

適
切
な
保
護
手
袋
を
着
用
す
る
こ
と
。

(

２)

眼
の
保
護
具

適
切
な
眼
の
保
護
具
を
着
用
す
る
こ
と
。

(

３)

皮
膚
及
び
身
体
の
保
護
具

適
切
な
保
護
衣
を
着
用
す

る
こ
と
。

例
２
：
粉
じ
ん
作
業(

金
属
ア
ー
ク
溶
接
作
業
の
場
合)

粉
じ
ん
作
業
の
注
意
事
項

一

粉
じ
ん
作
業
を
行
う
作
業
場
で
あ
る
旨

製
造
Ａ
棟
は
、
金
属
ア
ー
ク
溶
接
を
行
う
作
業
が

あ
り
、
多
量
の
粉
じ
ん
が
発
生
す
る
粉
じ
ん
作
業
場

で
あ
る
。

二

粉
じ
ん
に
よ
り
生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
疾
病
の
種

類
及
び
そ
の
症
状

(

１)

生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
疾
病
の
種
類

肺
結
核
、
結
核
性
胸
膜
炎
、
続
発
性
気
管
支
炎
、

続
発
性
気
管
支
拡
張
症
、
続
発
性
気
胸
、
原
発

性
肺
が
ん

(

２)

そ
の
症
状

呼
吸
困
難
、
せ
き
、
た
ん
、
心
悸
亢
進
等

三

粉
じ
ん
等
の
取
扱
い
上
の
注
意
事
項

(

１)

屋
外
又
は
局
所
排
気
装
置
、
全
体
換
気
装
置

の
あ
る
場
所
で
使
用
す
る
こ
と

(

２)

適
切
な
保
護
具(

保
護
手
袋
、
保
護
眼
鏡
、
呼

吸
用
保
護
具
等)

を
着
用
す
る
こ
と
、
飲
食
ま
た

は
喫
煙
を
し
な
い
こ
と
。
取
扱
い
後
は
よ
く
手

を
洗
う
こ
と
。

(
３)

酸
・
ア
ル
カ
リ
・
酸
化
物
な
ど
の
化
学
物
質

か
ら
隔
離
す
る
。
水
に
濡
ら
さ
ず
、
多
湿
な
場

所
は
避
け
、
室
内
に
保
管
す
る
。
地
面
に
直
接

置
い
た
り
、
壁
に
直
接
接
触
し
な
い
よ
う
に
す

る
。(

※
鋳
鉄
用
被
覆
ア
ー
ク
溶
接
棒
と
し
て)

四

有
効
な
呼
吸
用
保
護
具
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
旨
及
び
使
用
す
べ
き
呼
吸
用
保
護
具

・
防
じ
ん
マ
ス
ク
の
着
用

・
Ｒ
Ｓ
２
又
は
Ｒ
Ｓ
３

(

３)

イ

(

１)

エ

(

２)

ア

(

４)

(

５)

イ

(

１)

イ

(

２)

エ

(

３)

ア

(

５)

ア
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